
令和６年度新任認定調査員研修会

介護保険運営状況

福島県高齢福祉課

資料1



出典：介護保険事業状況報告等
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１．福島県の介護保険制度の運営状況
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高齢者の推移

○本県の高齢者数は令和5年10月1日現在で577,720人、高齢化率は 33.3％
○制度が発足した平成１２年に比べ、約14万6千人、約33.8％増加

総人口
（人）

高齢者数 （人） 高齢化率（％）

65歳以上 75歳以上
(再掲)

福島県 全 国

65歳以上 75歳以上 65歳以上 75歳以上

平成１２年 2,126,935 431,797 180,564 20.3% 8.5% 17.3% 7.1%

平成１３年 2,124,404 442,465 191,825 20.8% 9.0% 18.0% 7.5%

～平成１４年から平成２８年は省略～

平成２９年 1,881,382 561,714 290,019 30,2% 15.6% 27.7% 13.8%

平成３０年 1,862,705 568,536 292,569 30.9% 15.9% 28.1% 14.2%

令和元年 1,844,173 573,926 295,906 31.5% 16.2% 28.5% 14.7%

令和２年 1,833,152 572,825 291,055 31.8% 16.2% 28.7% 14.9%

令和３年 1,812,061 576,661 286,003 32.4% 16.1% 29.0% 14.9%

令和４年 1,790,362 577,815 291,360 32.9% 16.6% 29.1% 15.5%

令和５年 1,766,912 577,720 299,269 33.3% 17.3% 29.1% 16.1%

資料：福島県現住人口調査及び総務省人口推計（各年10月1日現在、平成12年、令和2年は国勢調査結果）

※平成22年以降の高齢化率は年齢不詳人口を除いて算出
※令和5年度の全国高齢化率は令和5年9月15日現在



圏域別高齢者人口（令和5年10月1日現在）

圏域名
総人口
(人)

65歳以上 75歳以上

人口 (人)
割合
(％)

人口 (人)
割合
(％)

県北 451,559 148,922 33.6 78,785 17.8

県中 505,512 152,798 30.8 76,915 15.5

県南 134,351 43,575 32.8 21,728 16.3

会津 220,720 80,659 37.0 43,219 19.8

南会津 22,295 10,218 45.9 5,956 26.8

相双 110,989 38,437 36.0 18,769 17.6

いわき 321,486 103,111 32.9 53,897 17.2

県計 1,766,912 577,720 33.3 299,269 17.3
資料：福島県現住人口調査
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圏域別高齢者人口



高齢化率の高い市町村（令和5年10月1日現在） 高齢化率の低い市町村（令和5年10月1日現在）

順
位

市町村名
総人口
（人）

65歳以上

人口
（人）

割合
（％）

１ 金山町 1,722 1,053 61.2

２ 昭和村 1,154 644 55.8

３ 三島町 1,294 717 55.4

４ 川内村 1,819 956 54.7

５ 西会津町 5,315 2,651 49.9

６ 只見町 3,717 1,813 48.8

７ 下郷町 4,810 2,305 47.9

８ 柳津町 2,818 1,338 47.5

９ 川俣町 11,239 4,987 44.9

10 南会津町 13,277 5,901 44.6

順
位

市町村名
総人口
（人）

65歳以上

人口
（人）

割合
（％）

１ 西郷村 21,005 5,487 26.6

２ 郡山市 321,674 89,469 28.6

３ 大玉村 8,893 2,537 28.6

４ 鏡石町 12,088 3,499 29.0

５ 本宮市 29,930 8,857 29.6

６ 須賀川市 73,103 21,960 30.5

７ 福島市 275,414 85,294 31.8

８ 白河市 57,332 18,049 32.0

９ 矢吹町 17,052 5,567 32.7

10 いわき市 321,486 103,111 32.9
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市町村別高齢化率



資料：要介護（要支援）認定者数は介護保険事業状況報告（各年9月末現在）

平成１２、13年の「要支援１」の欄は旧要支援者数 5

要介護（要支援）認定者数
○本県の要介護（要支援）認定者数は令和5年9月末現在で116,239人、制度が発足した平成12年に比べ、約7万3千人増加（約2.7倍）

○第１号被保険者のうち要介護・要支援認定を受けた人の割合（認定率）は19.3％

第１号被保険者（人） 第２号
被保険者
（Ｂ）

合 計
（Ａ＋Ｂ）
(前年比％)要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

合計
（Ａ）

認定率

平成１２年 5,294 10,412 7,496 6,002 6,361 6,057 41,622 9.7% 1,501 43,123

構成比(％) 12.7 25.0 18.0 14.4 15.3 14.6 - - -

平成１３年 5,489 12,110 8,877 6,463 6,643 7,033 46,615 10.6% 1,718 48,333

構成比(％) 11.8 26.0 19.0 13.9 14.3 15.1 - - 112.1%

～平成１４年から平成２８年は省略～

平成２９年 11,876 13,816 20,782 19,868 15,498 14,346 11,230 107,416 19.0% 2,543 109,959

構成比(％) 11.0 12.9 19.3 18.5 14.4 13.4 10.5 - - 102.0%

平成３０年 12,317 14,117 21,757 20,027 15,791 14,488 11,236 109,793 19.2% 2,617 112,410

構成比(％) 11.2 12.9 19.8 18.2 14.4 13.2 10.2 - - 102.2%

令和元年 13,014 14,430 22,216 20,163 15,824 14,733 10,971 111,351 19.3% 2,612 113,963

構成比(％) 11.7 13.0 20.0 18.1 14.2 13.2 9.8 - - 101.0%

令和２年 13,471 14,350 22,646 20,270 15,957 15,132 10,794 112,620 19.3% 2,559 115,179

構成比(％) 11.9 12.7 20.1 17.9 14.1 13.4 9.5 - - 101.0%

令和３年 13,595 14,191 23,079 20,048 16,247 15,576 10,585 113,321 19.3% 2,553 115,874

構成比(％) 12.0 12.5 20.4 17.7 14.3 13.8 9.3 - - 100.6%

令和４年 13,834 14,153 23,013 19,843 16,235 16,211 10,679 113,968 19.3% 2,499 116,467

構成比(％) 12.1 12.4 20.1 17.4 14.2 14.2 9.3 - - 100.5%

令和５年 13,921 14,395 22,722 20,010 16,225 16,202 10,298 113,773 19.3% 2,466 116,239

構成比(％) 12.2 12.7 20.0 17.6 14.3 14.3 9.1 - - 99.8%



資料：介護保険事業状況報告（各年１０月分報告）

※平成18年以降の居宅サービス利用者数には、地域密着型サービス利用者数を含む。 6

介護サービス利用状況

○約10万1千人が介護サービスを利用。

○制度が発足した平成12年に比べ、介護サービスの利用者数は約6万7千人増加（約2.9倍）
（単位：人）

居宅サービス 施設サービス 合 計

利用者数 構成比 利用者数 構成比 利用者数
前年比
増加率

平成１２年１０月 24,290 72.0% 9,445 28.0% 33,735 -

平成１３年１０月 29,248 74.3% 10,091 25.7% 39,339 16.6%

～平成１４年から平成２８年は省略～

平成２９年１０月 75,374 80.7% 18,069 19.3% 93,443 -2.6%

平成３０年１０月 75,744 80.5% 18,328 19.5% 94,072 0.7%

令和元年１０月 77,460 80.6% 18,667 19.4% 96,127 2.2%

令和２年１０月 79,501 80.8% 18,827 19.2% 98,328 2.2%

令和３年１０月 80,170 80.7% 19,174 19.3% 99,344 1.0%

令和４年１０月 81,452 80.8% 19,382 19.2% 100,834 1.4%

令和５年１０月 82,766 81.0% 19,412 19.0% 102,178 1.3%



保険給付額の状況

（単位：千円）
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○全体的には居宅サービスと施設サービスの構成比はほぼ同じ割合で推移している。

○令和４年度の保険給付費は約1,742億円、前年度比 0.2%減、平成12年度との比較では約3.5倍。

居宅サービス 施設サービス
給付額合計

給付額 構成比 給付額 構成比

平成１２年度 18,815,507 37.7% 31,038,465 62.3% 49,853,972

平成１３年度 26,965,124 42.5% 36,499,613 57.5% 63,464,737

前年比増加率 31.4% - 7.8% - 16.7%

～平成１４年度から平成２８年度は省略

平成２９年度 94,042,565 58.6% 66,427,214 41.4% 160,469,779
前年比増加率 1.5% - 2.7% - 2.0%

平成３０年度 95,465,482 57.9% 69,287,363 42.1% 164,752,846
前年比増加率 1.5% - 4.3% - 2.7%

令和元年度 97,110,749 57.5% 71,909,253 42.5% 169,020,001
前年比増加率 1.7% - 3.8% - 2.6%

令和２年度 99,520,937 57.5% 73,680,354 42.5% 173,201,291
前年比増加率 2.5% - 2.5% - 2.5%

令和３年度 100,308,566 57.5% 74,170,763 42.5% 174,479,330
前年比増加率 0.7% - 0.6% - 0.7%

令和４年度 99,836,077 57.3% 74,414,886 42.6% 174,250,964
前年比増加率 - 0.7% - 0.3% - - 0.2%

※ 居宅サービスには、地域密着型サービス、居宅介護支援、高額介護サービス費及び特定入所者介護サービス費の短期入所分を含めている。
※ 施設サービスには、特定診療費、緊急時施設療養費（いずれも短期入所分を除く）を含めている。
※ 年度区分の関係から、平成１２年度は平成１２年４月～１３年２月の１１ヶ月の合計。平成１３年度の増加率は１２ヶ月に換算して計算した。



※１ 訪問介護、訪問入浴、訪問看護、訪問リハビリ、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリ、短期入所生活介護、短期入所療養介護、
特定施設、福祉用具貸与、福祉用具販売

※２ 夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設、地
域密着型特定施設入居者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス、地域密着型通所介護

8

各年４月１日現在 （単位：事業所、施設（人数））

年度

指定居
宅介護
支援事
業所

居宅
サービス
事業所
※１

地域密
着型
サービ
ス事業
所※２

介護保険施設（定員数）

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

介護医療院

H12 397 930 － 72(4,770) 43(4,114) 31(570) －

H18 551 1,671 188 108(7,405) 63(6,235) 40(997) －

H24 602 1,893 404 129(8,959) 81(7,508) 22(640) －

H30 691 1,930 827 155(10,837) 91(7,764) 15(460) －

R3 663 1,925 881 163(11,679) 89(7,606) 7(152) 12(480)

R4 638 1,950 887 166(11,994) 89(7,620) 6(112) 12(480)

R5 623 1,951 905 167(12,113) 88(7,508) 4(76) 14(547)

R6 628 1,966 918 170(12,463) 88(7,483) 0(0) 16(607)



２．介護保険制度の概要について

社会保障審議会介護保険部会（第９８回）資料他
より抜粋、編集
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要介護認定者数の推移





今後の介護保険をとりまく状況（１）
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今後の介護保険を取り巻
く状況（２）
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今後の介護保険をとりまく
状況（３）
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。
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地域包括ケアシステムの構築について
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